
第１　任免及び人数に関する状況

１　職員の採用の状況（令和２年度）

※割愛採用を含む。

２　再任用職員の採用の状況（令和２年度）

３　職員の退職の状況（令和２年度）

※割愛及び総務省人事交流による退職を含む。

４　職員数の状況
(1) 部門別職員数（各年４月１日現在）

合計
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主な増減理由

地域医療介護推進室の廃止による減

組織再編による増
組織再編による減
業務の見直しによる減

職員の退職による減

新型コロナウイルス関連業務の増

生活保護関連業務の増
建築指導業務の増

工業団地整備推進業務の増

支所内業務の見直しによる減

派遣職員の任期満了による減
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退職事由
一般職員

再任用
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区分
R2.4.1 R2.4.2～R3.3.31

人数 26 2

採用者数

55

区分 合計フルタイム勤務 パートタイム勤務

職員数
令和２年度

奥州市人事行政の運営等の状況の公表

区分
部門



(2) 一般行政職級別職員数（各年４月１日現在）

※

※

(3) 技能労務職級別職員数（各年４月１日現在）

※

(4) 年齢別職員構成の状況（令和３年４月１日現在）

(5) 職員数の推移（各年４月１日現在）

第２　人事評価の状況

１　人事評価の状況

R3
1,059
△ 11

令和３年
職員数 構成比

25人 4.7%
47人 8.8%

職員数
29人
38人

構成比
5.5%
7.1%

標準的な職務内容

合計 532人 100.0% 533人 100.0%

125人 23.5%
178人 33.4%
102人 19.1%
39人 7.3%
17人 3.2%

147人
160人
104人

H29H28H27H26

対象職員

業績評価

一般職の職員（医師・臨時・非常勤職員を除く）
毎年4月１日から翌年３月31日

評価項目及び着眼点について、職務遂行の過程で発揮され
た職員の能力を客観的に評価する。

職員があらかじめ設定した業務目標に対する取組や達成度
に応じて、その業務上の業績を客観的に評価する。

評価結果は被評価者と共有して人材育成に活用している。

1,0941,113 1,070
△ 9

7.0%
3.2%

１級
２級
３級
４級
５級
６級

△ 19△ 10△ 25△ 23△ 22前年比
職員数
年度 R2H31H30

評価結果の活用

能力評価
評価方法

評価期間

主事、技師
主事、技師

一般行政職とは、「地方公務員給与実態調査」職種区分において、税務職、医療技術職、看
護・保健職、福祉職、企業職、技能労務職、教育職、特定任期付職員に該当しない職員であ
る。

△ 15
1,085

0人 0.0% 0人 0.0%
0人

△ 134

合計
1,1231,1481,171

令和２年

37人
17人

27.6%
30.1%
19.5%

区分

７級 部長、参事、総合支所長
課長、主幹
課長補佐、副主幹
係長、主査、上席主任
主任、主任技師

0.0% 0人 0.0%
１級
２級

再任用職員は除く。

令和２年 令和３年
職員数 構成比 職員数 構成比区分

職員数

合計 44人 100.0% 42人 100.0%
再任用職員は除く。

33人 75.0% 33人 78.6%５級

0人 0.0% 0人 0.0%
11人 25.0% 9人

３級
４級

52歳 56歳 60歳

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
23歳 27歳 31歳 35歳 39歳 43歳

20歳 20歳 24歳 28歳 32歳 36歳 40歳 44歳 48歳

合計

21.4%

1,059人

47歳 51歳 55歳 59歳 以上
区分

2人 24人 62人 78人 74人 94人 129人 181人 164人 131人 108人 12人

未満

　当市では、地方公務員法の改正に伴い、平成28年度から職員の能力評価及び業績評価に基づ
く人事評価制度を実施している。



第３　給与の状況

１　人件費の状況（普通会計決算）

※

２　職員給与費の状況（普通会計決算）

※
※

３　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

※

※

４　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和３年４月１日現在）
(1) 一般行政職

(2) 技能労務職

※

※

住民基本台帳人口 歳出総額 A 実質収支 人件費 B

114,019

住民基本台帳人口は外国人を含む。（　）内は日本人の人数である。

（人）
区分

（千円） （千円） （千円） （％）

給与費
職員数 A

区分

（人） （千円） （千円） （千円） （千円）

人件費率 B/A

(114,729 )

72,801,745 649,548 7,880,627 10.82%

60,553,528 7,117,540549,990 11.75%

(113,372 )
115,365

奥州市

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額

ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較する
ため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国の行政職
俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数である。
類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均
したものである。

令和２年度
（R3.3.31現在）

令和元年度
（R2.3.31現在）

平均年齢区分 平均給料月額 平均給与月額
44.3 歳 338,800 円 399,000 円

職員数は、令和２年４月１日現在の人数である。
職員手当には退職手当を含まない。

令和２年度 743 2,922,756 439,326 1,130,529 4,492,611

給料 職員手当
期末・勤
勉手当

合計 B

表中「平均給料月額」とは、令和３年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平
均である。
表中「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時
間外勤務手当などの全ての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査に
おいて明らかにされているものである。

奥州市 51.6 歳 327,900 円 351,800 円

職員一人当たり
の給与費 B/A

（千円）
6,047



５　職員の初任給の状況（令和３年４月１日現在）

６　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和３年４月１日現在）

※

７　昇給への人事評価の反映状況

８　職員の手当の状況
(1) 期末手当・勤勉手当

※（　）内は、再任用職員に係る支給割合である。

参考 勤勉手当への人事評価の反映状況

経験年数30年
390,145
372,041
335,983
-

表中の「－」は、該当者がいないことを示してる。

369,891
高校卒 - 301,533 353,966

313,000
中学卒 - - -

区分 経験年数10年 経験年数20年 経験年数25年

一般行政職
大学卒 264,657 340,007

区分
大学卒
高校卒
高校卒

一般行政職

技能労務職

１人当たり平均支給額（令和２年度）
奥州市 国

－

奥州市 国
182,200
150,600
147,900

183,800
151,900
149,200

技能労務職
高校卒 - 296,800

（加算措置の状況）
職制上の段階、職務の級等による加算措置

1,647 千円

職制上の段階、職務の級等による加算措置
（加算措置の状況）

期末手当 勤勉手当
2.60 月分 1.85 月分

( 1.45 月分） ( 0.90 月分）

期末手当 勤勉手当
2.55 月分 1.90 月分

( 1.45 月分）

（令和２年度支給割合）（令和２年度支給割合）

５～15％

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

昇給実績が
ある区分

昇給可能な
区分

一般職員

( 0.90 月分）

　活用している成績率
支給可能な

成績率
支給実績が
ある成績率

支給可能な
成績率

支給実績が
ある成績率

　　上位、標準、下位の成績率
　　上位、標準の成績率

令和２年度中における適用 管理職員 一般職員

ア　人事評価を活用している

５～20％
10～25％

・役職加算
・管理職加算

○

・役職加算

○
未定 未定

令和２年４月２日から
令和３年４月１日までにおける適用

管理職員

ア　人事評価を活用している

　活用している昇給区分

　　上位、標準、下位の区分　
　　上位、標準の区分　
　　標準、下位の区分
　　標準の区分のみ（一律）

イ　人事評価を活用していない
　活用予定時期

イ　人事評価を活用していない ○ ○
　活用予定時期 令和４年６月 令和４年６月

　　標準、下位の成績率
　　標準の成績率のみ（一律）



(2) 退職手当（令和３年４月１日現在）

※

(3) 地域手当（令和３年４月１日現在）

(4) 特殊勤務手当（令和３年４月１日現在）

勧奨・定年自己都合（支給率） （支給率） 自己都合 応募認定・定年
奥州市 国

最高限度額 47.709 月分 47.709 月分
その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置

（２％～45％加算）

その他の加算措置 定年前早期退職者特例措置

（２％～45％加算）

勤続20年 19.6695 月分 24.586875 月分

勤続25年 28.0395 月分 33.27075 月分
勤続35年 39.7575 月分 47.709 月分

勤続20年
勤続25年
勤続35年
最高限度額

19.6695 月分 24.586875 月分

28.0395 月分 33.27075 月分
39.7575 月分 47.709 月分
47.709 月分 47.709 月分

奥州市 0 ％ 0 人 0 ％

（令和２年度決算）支給職員１人当たり平均支給年額
支給実績 （令和２年度決算） 千円

円
0
0

１人当たり平均支給額 12,340 千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員 国の制度（支給率）

退職手当の１人当たり平均支給額は、令和２年度に退職した職員に支給された平均額であ
る。

手当の名称 支給実績
（令和２年度決算）

支給実績
支給職員１人当たり平均支給年額

（令和２年度決算）
（令和２年度決算）

3,463
25,277

18.4
11手当の種類（手当数）

（令和２年度）職員全体に占める手当支給職員の割合
種類
％
円
千円

左記職員に対する支給単価

日額 4時間未満100円
日額 4時間以上150円

月額 2,500円

日額 3,000円又は4,000円
（業務内容による）

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

月額 2,000円

１件 差押300円
１件 物件引上300円

月額 3,000円

１件 2,000円以内

月額 2,200円

月額 2,200円

日額 300円、医師1,000円

日額 4時間未満110円
日額 4時間以上220円

0

4

税務職員手当

市税差押従事
職員手当

納税課、税務課
職員

千円0

1,176

396

0

1,243

633

0

0

行旅死病人措
置業務

保育業務

保育業務

感染症防疫作
業業務

用地交渉業務

除雪、特殊機
械運転業務

緊急業務

新型コロナウイ
ルス感染症防疫
作業業務

主な支給
対象職員

納税課、税務課
職員

福祉部福祉課職
員

福祉部福祉課職員

保育士

保育教諭

－

納税課、都市整
備部職員

都市整備部職員

－

－

主な支給
対象業務

課税、収納業
務

市税差押業務

社会福祉業務

行旅死病人措
置手当

保育士手当

保育教諭手当

感染症防疫作業
従事職員手当

用地交渉手当

特殊自動車運
転作業手当

水道業務手当

新型コロナウイル
ス感染症防疫作
業従事職員手当

社会福祉業務
手当

11



(5) 時間外勤務手当（令和３年４月１日現在）

※

(6) その他の手当（令和３年４月１日現在）

円

円

円

円

円

（令和２年度決算）

80,756

360,000

524,960

24,520

0

72,000

（令和２年度決算） 184,912 千円
支給職員１人当たり平均支給年額 （令和２年度決算） 269 千円

4,400

61,944

83,679

39,859

0

46,919

360

30,448

5,738

0

72

1,074

42,803

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

248,304

274,889

0

千円

支給額が
国と異な
る。

定率で支
給してい
る（国は
定額）。

異なる

同じ

異なる

同じ

同じ

同じ

通勤のために交通機関等を利
用する職員（月額65,000円を上
限に支給）、車を利用する職員
（距離に応じて月額38,300円を
上限に支給）
異動等で転居し、やむを得ない
事情で配偶者と別居し単身で生
活する職員（月額30,000円＋職
員と配偶者の住居の距離が80
キロ以上の場合は距離に応じて
加算）

管理職員（職の区分に応じた支
給率×給料月額の金額を支給）

288,817

同じ

同じ

同じ

同じ

国の制度
と異なる
内容

扶養親族のある職員（月額　配
偶者6,500円、子１人10,000円、
父母等１人6,500円）※年齢等に
よる加算あり

賃貸住宅に居住する職員（家賃
額に応じて月額27,000円を上限
に支給）

採用した医師（医師の経験年数
に応じて月額368,800円を上限
に支給）

支給職員１人当たり平均支給年額 （令和元年度決算）

同じ

支給実績

夜間勤務
手当

休日勤務
手当

管理職手
当（給料の
特別調整
額）

単身赴任
手当

職員１人当たり平均支給額を算出する際の職員数は、「支給実績（令和２年度決算）」と同
じ年度の４月１日現在の総職員数（管理職員等の制度上時間外勤務手当の支給対象とな
らない職員を除く。）であり、短時間勤務職員を含む。

（令和２年度決算）

支給職員１人当た
り平均支給年額支給実績

円

円

円

円

円

円

千円
421 千円

支給実績 （令和元年度決算）

手当名 支給対象及び支給単価
国の制
度と異
同

通勤手当

初任給調
整手当

住居手当

扶養手当

休日に勤務する職員（１時間当
たりの給与額の135/100）

正規の勤務時間として夜間勤務
する病院、診療所職員（１時間
当たりの給与額の25/100）

管理職員のうち、
①週休日等に緊急その他公務
の運営の必要により勤務（職の
区分に応じて１回12,000円以下
の支給）
②週休日等以外の夜間に災害
等により勤務（職の区分に応じ
て１回6,000円以下の支給）

宿直又は日直勤務する職員（１
回4,400円）

11月から３月まで支給地域に勤
務する職員（世帯等の区分に応
じて支給）

寒冷地手
当

宿日直手
当

管理職員
特別勤務
手当



９　特別職の報酬等の状況（令和３年４月１日現在）

円
円
円
円
円

（令和２年度支給割合）
月分

（令和２年度支給割合）
月分

第４　勤務時間その他の勤務条件の状況

１　勤務時間の状況（令和３年４月１日現在）

２　年次休暇の取得状況（令和２年１月１日～令和２年12月31日）

日 日 人 日

※総付与日数には、前年からの繰越を含む。
※

３　病気休暇及び介護休暇の取得状況（令和２年度）

人

人

人

人

※当該年度において同一の者が複数回にわたって病気休暇を取得した場合は、
その数を重複して計上している。

４　育児休業等の取得状況

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

人 人 人

計
24
19
18
37
0
0
0
0
0
0

区　　　分
　令和２年度中に新たに取得可能となった職員

　令和２年度中に新たに育児休業を取得した職員

　令和元年度から引き続き育児休業を取得している職員

合　計　
　令和２年度中に新たに部分休業を取得した職員

　令和元年度から引き続き部分休業を取得している職員

合　計　
　令和２年度中に新たに育児短時間勤務を取得した職員

　令和元年度から引き続き育児短時間勤務を取得している職員

合　計　

給料月額×在職月数×0.4038
給料月額×在職月数×0.2328

副議長

447,000
386,000

（支給時期）
任期ごと16,009 千円

（１期の手当額）

給料月額等
826,000
674,000

360,000

3.35

3.35

市 長
副市長
議 長
副議長
議 員
市 長
副市長
議 長

議 員

市 長
副市長 任期ごと7,531 千円
備 考

区分

（算定方式）

延べ人数

給
料

報
酬

期
末
手
当

退
職
手
当

0

0 0
0 0

1 17

0 0
0

0 0

1 18

0 0
2 35

6 18
男性 女性

　公務上又は通勤による負傷若しくは疾病
　結核性疾患
　上記以外の負傷又は疾病

　　介　護　休　暇

病
気
休
暇

１週間の
勤務時間 始　　業 終　　業

38時間45分 午前８時30分 午後５時15分

区　　　分

10.3
総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数

5,334 51920,346

対象職員は、市長部局（交代制勤務を除く）で、当該期間の採用
者及び退職者並びに休職者及び育児休業者等を除く。

7
0

219
1

勤務時間の割振り
休憩時間

午後零時から60分間



５　特別休暇の導入状況（令和３年４月１日現在）
(1) 骨髄提供のための休暇　　

 必要と認められる期間
(2) ボランティア休暇　　

 ５日以内の期間
(3) 結婚休暇　　

 連続する７日以内の期間
(4) 産前休暇　　
　　　　　　　　　　

(5) 産後休暇　　
 出産の日から８週間を経過する日までの期間

(6) 生後１年６月に達しない子を育てる職員のその子の保育のための時間　　
 １日２回それぞれ１時間の期間

(7) 夏季休暇　　
 ７月から９月までの期間内における５日以内の期間

(8) 中学校卒業までの子等の看護のための休暇　　
 １年に５日以内の期間

６　時間外勤務の状況（令和２年度）
（単位：時間）

第５　分限処分及び懲戒処分の状況

１　分限処分の状況（令和２年度）
（単位：件）

２　懲戒処分の状況（令和２年度）
（単位：件）

合計
懲　戒　処　分 0 0 1 0 1

区　　分 降任 免職 休職 合計

総時間数
96,304

一人あたりの時間数
99

分　限　処　分 0 0 35 35

区　　分 戒告 減給 停職 免職

 ６週間（母性保護のために必要がある場合は８週間）以内に出産する予定である女性職員が請
求した場合、出産の日までの請求した期間



第６　服務の状況

１　職務専念義務免除の状況（令和２年度） （単位：件）

備考　条例：奥州市職員の職務に専念する義務の特例に関する条例
　　　　（平成18年奥州市条例第34号）
　　　　規則：奥州市職員の職務に専念する義務の特例に関する規則
　　　　（平成18年奥州市規則第33号）

２　営利企業等の従事許可の状況（令和２年度）

第７　研修の状況

１　研修の状況（令和２年度）

【市町村職員研修協議会】
一般職員研修基礎Ⅱ

政策形成、行政法、地方自治制度
等

18

【市町村職員研修協議会】
監督者級選択講座

ＯＪＴ、コーチング、ファシリテーショ
ン

12

【市町村職員研修協議会】
管理者級能力開発講座

管理者としてのマネジメント 14

【市町村職員研修協議会】
一般職員研修基礎Ⅲ

ロジカルコミュニケーション、プレゼ
ンテーション

19

新任課長
補佐級

係長級

採用後
８年以上

採用後
２年以上

採用後
１年以上

修了
者数

合　　　計 17

地方公務員法(昭和25年法律第261号)第46条の
規定による勤務条件に関する措置の要求をし、
岩手県人事委員会からの呼出しに応じて、その
審査等に出頭する場合

規則第２条第６号 0

地方公務員法第49条の2第1項の規定による不
利益処分に関する不服申立てをし、岩手県人事
委員会からの呼出しに応じて、その審査等に出
頭する場合

規則第２条第７号 0

区　　　分 申請件数
　営利企業等の従事許可申請 13

【市町村職員研修協議会】
一般職員研修基礎Ⅰ

民法、行政法、公務員倫理等 32

研　修　名 研　修　科　目

許可件数
13

対象者

研修を受ける場合 条例第２条第１号 10
厚生に関する計画の実施に参加する場合 条例第２条第２号 4

職務に関連ある試験等を受ける場合 規則第２条第４号 0

地方公務員災害補償法(昭和42年法律第121号)
第51条第1項又は第2項の規定による審査請求
又は再審査請求をし、審査会又は支部審査会か
らの呼出しに応じて、その審査等に出頭する場
合

規則第２条第５号 0

規
則
で
定
め
る
場
合
　
条
例
第
２
条
第
３
号

職務に関連ある国又は他の地方公共団体の公
務員としての職を兼ね、その職に属する事務を
行う場合

規則第２条第１号 0

行政の運営上、特に必要と認められる会社その
他の団体における職を兼ね、その職に属する事
務を行う場合

規則第２条第２号 0

国又は地方公共団体若しくは会社その他の団体
から委嘱を受け、臨時に講演、講義等を行う場
合

規則第２条第３号 1

上記以外で、任命権者が特に必要と認める場合 規則第２条第８号 2

区　　分 条例等 合　計



大船渡市派遣 派遣研修 担当職員 1

東京オリンピック・パラリンピッ
ク競技大会組織委員会派遣

派遣研修 担当職員 1

大槌町派遣 派遣研修 担当職員 1

厚真町派遣 派遣研修 担当職員 1

後期高齢者医療広域連合派遣 派遣研修 2

奥州金ケ崎行政事務組合派遣 派遣研修 3

陸前高田市派遣 派遣研修 4担当職員

担当職員

担当職員

釜石市派遣 派遣研修 担当職員 1

派遣研修

住民協働の意義、各種団体との連
携及び合意形成に係る手法等

パソコン操作技術の習得

地方公共団体におけるSDGs講
演会

SDGsの基礎知識の習得 56
全職員向

け

1

24

新規採用職員指導者研修 指導者養成 23

新規採用職員研修（６月実施） 新採職員

契約・会計事務研修
事務ミス事例と適正事務の実践ポイ
ント

52

総務省派遣

庶務担当
者等向け

担当職員

担当職員

1
【市町村アカデミー研修】
住民協働による地域づくり

担当職員

岩手県知事部局派遣 派遣研修 1

13
【岩手県市町村振興協会】
パソコン研修

担当職員

管理職向け研修
自治体のあるべきガバナンスについ
ての共通認識の浸透

管理職向
け

47

行政評価研修
評価実施に当たり有すべき共通認
識の習得

課長補佐
級

38

説明力向上研修 職階に応じて必要な説明力の習得
全職員向

け
143

新採
指導者

人事評価制度職員研修 人事評価制度 225

接遇研修 接遇 26

課長等及び新
任１、２年目

職員

主に新採、
窓口職員

奥州市職員としての意識の確立、基
礎的知識の習得

【市町村職員研修協議会】
財産管理研修

財産管理 1担当職員

【市町村職員研修協議会】
メンタルヘルス研修

職場におけるメンタルヘルス等 2担当職員

【市町村職員研修協議会】
人事事務研修

人事給与事務 担当職員 1

【市町村職員研修協議会】
財務事務研修

財務事務 1担当職員

2

【市町村職員研修協議会】
公営企業事務研修

地方公営企業の概要等 4

【市町村職員研修協議会】
契約事務研修

契約事務 1

【市町村職員研修協議会】
税務事務研修

担当職員

担当職員

担当職員

税務事務



第８　福祉及び利益の保護の状況

１　健康診断の実施状況（令和２年度）

２　福利厚生の状況（令和２年度）

(1) 奥州市職員厚生会の主な事業
ア　厚生事業（福利厚生助成事業）
イ　保健事業（インフルエンザ予防接種助成事業）
ウ　研修事業（交通安全講習会）
エ　その他事業（各種厚生事業）

(2) 財源内訳（令和２年度決算額）

３　公務災害・通勤災害の認定状況（令和２年度）
合計通勤災害公務災害区分

12210件数

内　　　容
実　施　状　況

対象者 受診者 受診率
　生活習慣病予防健診

　乳がん検診 463 人 416 人 89.8 ％
　子宮がん検診 600 人 464 人 77.3 ％

1,134 人 1,105 人 97.4 ％
　胃検診 906 人 688 人 75.9 ％

　地方公共団体は、地方公務員法第42条において職員の福利厚生の計画を樹立し実施するこ
とが義務付けられており、当市では奥州市職員厚生会（令和３年４月１日現在会員数1,078人）
が厚生事業などの各種福利厚生事業を行っています。
　また、県内の市町村職員を会員とする（一財）岩手県市町村職員健康福利機構に加入してい
ます。

会費 繰越金 雑収入 合計
2,180,000円 959,019円 19円 3,139,038円


